
負債の部
科     目

流 動 負 債【 】
買 掛 金
未 払 金
未 払 費 用
前 受 金
預 り 金
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税
ﾓ ﾆ ﾀ ﾎ ﾟ ｲ ﾝ ﾄ 引 当 金
一年以内返済長期借入
一年以内支払リース債務
資 産 除 去 債 務
固 定 負 債【 】
長 期 借 入 金
長 期 リ ー ス 債 務
負 債 合 計

金     額
】【 326,049,251

107,614,859
45,294,675

260,111
4,917,000
2,298,746
20,838,100
19,003,500
10,867,540
62,249,000
1,215,720
51,490,000

】【 192,424,850
188,879,000
3,545,850

518,474,101

純資産の部
科     目

株 主 資 本【 】
資 本 金【 】
資 本 剰 余 金【 】
資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金【 】
その他利益剰余金（ ）
繰 越 利 益 剰 余 金
純 資 産 合 計
負 債 純 資 産 合 計

金     額
306,982,612】【
89,236,528】【
39,525,000】【
39,525,000
178,221,084】【
178,221,084）（
178,221,084
306,982,612
825,456,713

科     目
資産の部

流 動 資 産【 】
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
仕 掛 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 入 金
固 定 資 産【 】
有 形 固 定 資 産（ ）
建 物 付 属 設 備
附属設備減価償却累計額
附属設備減価償却累計額（資産除去債務費用
工 具 器 具 備 品
工具器具備品減価償却累計額
リ ー ス 資 産
無 形 固 定 資 産（ ）
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ ェ ア
ソフトウェア仮勘定
投資その他の資産（ ）
投 資 有 価 証 券
長 期 性 預 金
敷 金
差 入 保 証 金
入 会 金
子 会 社 出 資 金
繰延税金資産(固)

資 産 合 計

金     額
422,662,523】【
230,518,549
168,892,995
1,121,992

25,809
17,857,732
4,245,446

402,794,190】【
103,713,254）（
105,359,213
△4,241,082
△4,033,383
11,556,971
△9,165,065
4,236,600

166,261,338）（
214,240

115,630,411
50,416,687
132,819,598）（
47,641,194
10,000,000
55,365,320
8,500,000
200,000

3,454,857
7,658,227

825,456,713

(単位：円)

貸 借 対 照 表

株式会社モニタス

2024年  6月 30日 （当期会計期間末）

(注)繰越利益剰余金のうち、当期純利益は58,714,989円です。



個 別 注 記 表

株式会社モニタス

自 2023年  7月  1日  至 2024年  6月 30日 （当期累計期間）

Ⅰ.　重要な会計方針
　1.資産の評価基準及び評価方法
 　(1)資産の評価基準及び評価方法
　　　a.有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　移動平均法による原価法
　　　b.棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　最終仕入原価法
 　(2)固定資産の減価償却の方法(リース資産を除く)
　　　建物付属設備　　定額法
　　　工具器具備品　　定率法
　　　無形固定資産　　定額法
　 (3)外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
　　　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として計上していま
　　　す。
　 (4)その他計算書類の作成のための基本となる重要事項
　　　a.リース取引の処理方法
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
　　　　リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借
　　　　取引に係る方法に準じた会計処理によっています。
　　　b.消費税等の会計処理
　　　　税抜方式

Ⅱ.　株主資本等変動計算書に関する注記
　1.発行済株式の数及び自己株式に関する事項
　　発行済株式（すべて普通株式）　前期末：5,834株　　当期末：5,834株
　　自己株式（すべて普通株式）　　前期末：　　0株　　当期末：　　0株

Ⅲ.　税効果会計に関する注記
　1.繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
　　　繰延税金資産
　　　　未払事業税　　　　　　　　　　 　　　　 　　　1,992,137円
　　　　モニターポイント引当金　　　　　　　　　　　　3,649,635円
　　　　投資有価証券　　　　　　　　　　　  　　　　　　335,829円
　　　　出資金　　　　　　　　　　　　 　　　   　　　　　3,358円
　　　　未払金　　　　　　　　　　 　　　　 　　　　　1,160,709円
　　　　資産除去債務　　　 　　　　　　　 　　　 　　17,291,835円
　　　繰延税金資産小計　 　　　　　　　　　　　　　　24,433,503円
　　　　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額　　　339,187円
　　　　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額　　　　　　　　　0円
　　　　評価性引当額小計　　　　　　　　　　　　　　　　339,187円
　　　繰延税金資産合計　 　　　　　　　　　　　　　　24,094,316円
　　　繰延税金負債
　　　　未収入金　 　　　　　　　　　 　　　 　　　　　 498,781円
　　　　建物附属設備　　　　　　　　 　 　　 　　　　15,937,308円
　　　繰延税金負債合計　 　　　　　　　　　　　　　　16,436,089円
　　　繰延税金資産（負債）の純額　　　　 　　 　　　　7,658,227円

Ⅳ.資産除去債務に関する注記
　1.資産除去債務の概要
　　　　本社について、建物所有者との間で不動産賃借契約を締結しており、 賃借期間終了時に原状
　　　回復する義務を有しているため、契約及び法令上の義務に関して資産除去債務を計上しており
　　　ます。
　2.資産除去債務の金額の算定方法
　　　資産除去債務の見積りにあたり、 使用見込期間は15年、割引率は0％を採用しております。
　3.当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
　　　期首残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　0円
　　　有形固定資産の取得に伴う増加額　　　　　　　　51,490,000円
　　　時の経過による調整額　　　　　　　　　　　　 　　　　　0円
　　　資産除去債務の履行による減少額　　　　 　      　　　　0円
　　　当事業年度末残高　               　　　 　　　51,490,000円


